
国立国会図書館 電子情報部 電子情報企画課
徳原 直子

平成28年6月24日
全国美術館会議 研究集会

国の分野横断型統合ポータルとして
国立国会図書館サーチがめざすもの



国立国会図書館のデジタルアーカイブ事業

Ａ）コンテンツの拡充

所蔵資料（国内出版物）のデジタル化と国内デジタル資源の収集

＜主な事業＞
◦ 資料デジタル化

◦ インターネット資料収集保存事業（WARP）

◦ オンライン資料収集制度（eデポ）

◦ 国内外の関係機関との連携によるデジタル化データの収集－歴史的音源，日本占領関係資料等

Ｂ）デジタル資源の利活用の促進

国立国会図書館所蔵デジタル資源の提供と他機関の保有するデジタル資

源へのナビゲーション

＜主な事業＞
◦ 「国立国会図書館デジタルコレクション」（＝NDLデジタル資源の提供）

◦ 図書館向けデジタル化資料送信サービス（＝デジタル化資料のうち絶版等資料の提供）

◦ 「国立国会図書館サーチ」（＝NDL＋他機関デジタル資源へのナビゲーション）

◦ 「国立国会図書館東日本大震災アーカイブ（ひなぎく）」（＝震災・災害に関するデジタル資源へのナビゲーション）
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資料デジタル化事業① 経緯と予算

平成12年度～ 資料デジタル化の本格実施
・著作権処理を行いインターネットで公開（2～4万冊／年）

平成21年 著作権法改正（第31条第2項新設）
・国立国会図書館で保存目的のデジタル化が可能に

平成21, 22年度 大規模デジタル化事業実施

平成24年 著作権法改正（第31条第3項新設）
・図書館等への絶版等資料の送信が可能に

平成26年 図書館向けデジタル化資料送信サービス（図書館送信）開始

10年間で

14億円

21補正
127億円

22補正

10億円

年
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【予算の推移】
26補正

10億円

災害対応
力強化の
ため

（単位：億円）

【経緯】
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資料デジタル化事業② 提供状況

絶版等市場に流通
していないもの

国立国会図書館

館内利用者
アクセス18万件/月 インターネット

アクセス713万件/月

公共・大学図書館等 約700館
（支部図書館含む。）

アクセス1.万件/月

インターネット

50万点

図書館送信

141.5万点

NDL館内限定

68万点

デジタル化資料
計２６０万点

著作権が切れてい
る／許諾がある、
文化庁長官裁定済

「国立国会図書館デジタルコレクション」で利用可能
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資料デジタル化事業③ 提供資料数

資料種別
インターネッ

ト公開
図書館送信

国立国会図
書館内限定

合計 年代・内容

図書 35万点 50万点 11万点 96万点
1968(昭和43)年までに
受け入れた分

雑誌 0.9万点 78万点 47万点 126万点
2000(平成12)年までに
発行された雑誌

古典籍 7万点 2万点 － 9万点
貴重書・準貴重書、江戸
期以前の和漢書等

博士論文 1.5万点 11.5万点 1万点 14万点
1991～2000(平成3～
12)年度に送付を受けた
論文

歴史的音源 0.1万点 － 4.8万点 5万点
1950(昭和25)年頃まで
のSP盤等

その他 6万点 － 4万点 10万点
官報、憲政資料、日本
占領関係資料等

合計 50万点 141.5万点 68万点 260万点

注）2016年6月現在。概数のため、合計が合わない場合がある。
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資料デジタル化事業④ 関係者協議による調整

資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会（H20.9～）

「資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会第一次合意事項」（H21.3）
http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_999566_po_digitization_agreement01.pdf?contentNo=1

⇒雑誌のデジタル化事前調整、同時アクセス制限あり

「国立国会図書館のデジタル化資料の図書館等への限定送信に関する合意事
項」（H24.12）http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/digitization/digitization_agreement02.pdf

⇒漫画・絵本・商業出版社の雑誌は留保、同時アクセス制限なし、除外手続

録音資料のデジタル化及び利用に係る関係者協議会（H26.5～）

「国立国会図書館がデジタル化した録音資料の利用に係る合意事項」（H26.12）
http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/digitization/rokuon_agreement.pdf

⇒同時アクセス制限なし、NDL館内利用のみ

映像資料のデジタル化及び利用に係る関係者協議会（H27.9～）

「国立国会図書館がデジタル化した録音資料の利用に係る合意事項」（H28.3）
http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/digitization/eizou_agreement.pdf
⇒同時アクセス制限なし、NDL館内利用のみ
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資料デジタル化事業⑤ 転載利用等

～デジタル化資料を広く社会の利用に供するために

 インターネット提供のデジタル化資料（著作権保護期間満了
分）に係る転載利用は、転載申込み手続が不要

平成26年5月から。ただし、許諾または文化庁長官裁定分の転載（復
刻、翻刻、掲載、放映又は展示等）を行う場合には、これまで同様、国
立国会図書館への照会が必要

 限定公開デジタル化資料の画像データの試行提供中
平成26年8月から。図書館送信及び国立国会図書館内限定公開の資
料について、復刻・翻刻を目的とした利用に限って、画像データの試
行提供（ニーズを把握、手続等を検証し、サービス体制を構築・整備）

◦ 申請者による著作権処理又は著作権保護期間満了の確認が必要

◦ 出版の形態等により、使用料若しくは製品の一定数の寄贈、又はそ
の双方が条件となる場合がある
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国内デジタル資源（出版物）の収集事業

インターネット資料収集保存事業（WARP）
• 国立国会図書館法第25条の3、著作権法第42条の4に基づく収集（平

成22年4月～）

国の機関、独立行政法人、国立大学法人、特殊法人等

地方公共団体、地方公社等のウェブサイト

• 私立大学や国際的・文化的イベントのウェブサイト等の一部

を発信者の許諾を得た上で収集

オンライン資料収集制度（eデポ）
• 図書・逐次刊行物相当のもの

⇒「電子書籍・電子雑誌」等

• 国立国会図書館法第25条の4、著作権法

第42条の4に基づく収集（平成25年7月～）

• 私人（民間）が発行（公開）したオンライン

資料の発行者に納入義務が発生

• 当面、無償かつDRMがないものを対象

• 原則、NDL館内で利用提供

有償のものは、平成27年12月から実証実験中
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国立国会図書館サーチ①

◦ 国立国会図書館及び他機関が保有す
る紙・デジタル媒体等の様々な形態の
情報資源の書誌・メタデータを横断的
に検索

◦ 図書館、博物館、美術館、公文書館、
民間企業等分野も問わない

◦ 約100データベース、約1億件以上のメ
タデータを検索

◦ 同じ書誌をグループ化し、各種の入手
手段に案内

◦ 「外部提供インタフェース（API）」提供

◦ 多言語対応（日/中/韓/英）：各言語版
＋翻訳機能

◦ スマートフォン対応

愛称「NDLサーチ」

http://iss.ndl.go.jp/
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国立国会図書館
・NDL-OPAC
・国立国会図書館デジタルコレクション
・インターネット資料収集保存事業
(WARP)
・総合目録ネットワーク(ゆにかねっと)
・児童書総合目録
・レファレンス協同データベース
・リサーチ・ナビ …

国立国会図書館サーチ②

「約100のデータベース」の内訳（代表的なもの）

学術情報機関
・CiNii Articles
・CiNii Books
・JAIRO
・J-STAGE
・人間文化研究機構統合検索システム
…

博物館・美術館・公文書館
・e国宝
・国立美術館所蔵作品総合目録検索システム
・奈良国立博物館収蔵品データベース
（・国立公文書館デジタルアーカイブ）
・アジア歴史資料データベース

公共図書館・大学図書館デジタルアーカイブ
・約40のデジタルアーカイブが検索可能

その他
・Japan Knowledge
・JPO出版情報登録センター
・青空文庫
海外図書館

・Dibrary（韓国国立中央図書館）
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国立国会図書館サーチ③

 APIによるメタデー
タ提供により様々
な利用者層に目的
別に情報発信

 公共図書館とは直
接連携

 その他は各領域ご
との束ね役（アグリ
ゲータ）が集約、
NDLは束ね役と直
接連携（を希望）

領域ごとのアグリ
ゲータを通じて国全
体のメタデータ集約と
提供を目指す

「国立国会図書館サーチ連携拡張に
係る実施計画」（平成27年3月策定）
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日本型連携モデルの検討

⇒「束ね役（アグリゲーター）」の設定が困難な分
野もあるため、「束ね役」に頼らない連携の方策
の検討が必要

⇒各分野・各地方の状況を踏まえた段階的取組
が必要。無理なくまとまる範囲でゆるやかな連携
モデルを進める

⇒個別の各機関の固有の価値を強化するような
形での連携の実現が求められる

デジタルアーカイブの連携に関する実務者協議会の中間報告（平成28年3月）から

＜我が国における個別アーカイブ機関
の連携モデル＞

① 国立国会図書館サーチと直接連携
② 文化遺産オンラインのように分野を

まとめる「束ね役」と連携
③ 地方をまとめる「束ね役」と連携
④ 法人や自治体単位等、連携しやす

い可能な単位でまずは連携
⑤ 連携を直接の目的にはしないが、メ

タデータを自由利用可能な条件でAPI
提供

メタデータ等のオープン化の推進

⇒世界的な動向を踏まえ、公的機関のメタデータは、自由に二次利用可能な条件で公
開することとし、CC0（全ての著作権等の権利を放棄し、自由な二次利用が可能であることを意味する。）で提供する
ことを原則とするのがよい

⇒民間の機関のメタデータについては、何をオープンにするかしないかを各館で判断しコ
ントロールできることを担保した上で、CC0又はCC-BYを推奨するのがよい

国のデジタルアーカイブ構築に向けて

デジタルアーカイブの利活用促進に向けて

⇒最終的に国立国会図書館サーチに集約へ
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【連携のメリット】

• 多様なルートを通じてコンテンツ（所
蔵品）の所在の発見を容易にして、来
館・アクセスの増加へ

• 同じ分野内で共有することによって、
所蔵品の貸借などの業務効率化

• 多様なメタデータの組合せによって新
しいコンテクストを発見し、新しい付
加価値サービスの創出へ

• デジタルコンテンツが公開されていれ
ば、取材、集客、研究・教育等への展
開が容易に

• 外国人向けなど、目的に特化したプ
ラットフォームやサイトを第三者が作
成・提供することによって、コンテン
ツ（所蔵品）の検索容易性の向上へ

【共有メタデータの使われ方】

⇒関連機関にメタデータを提供、
検索対象に追加

⇒所蔵品貸借のやりとりに活
用（画像の提供、作品サイズの確
認等）

⇒タブレットを使って、展示に関
連する他機関及び他分野の
情報を、所蔵品と一緒に見せ
る

⇒デジタル展示会の開催

⇒地図アプリを使って地図上に
作品情報を展開へ

中間報告（平成28年3月）から 例えば、こんな使われ方？！

小さな機関
ほど有益
かも?! 13



デジタルアーカイブ促進のための国立国会図書館の取組

【国立国会図書館サーチの連携拡張】
・農水省図書館等3件のデジタルアーカイブと連携
・公共図書館等のAPIの整備・推進

・国立国会図書館サーチと文化遺産オンラインとの連携
に向けた調整を開始

【国立国会図書館サーチの連携拡張】
・28年度中に国立国会図書館サーチと文化遺産オンライ

ンの手動連携の実現、持続可能なシステム連携につい
て継続検討

・国立国会図書館サーチと他領域の大規模アーカイブ機
関との連携の具体化に向けた検討

今
後

進
捗

1) 国全体の分野横断統合ポータルの構築

【メタデータのオープン化・標準化の推進】

・国立国会図書館サーチ：メタデータのデータセット抽出機
能の開発、外部提供APIの応答性能の向上
・当館作成書誌データ等の二次利用の条件整備
【目的別・分野別ポータルの提供及びその支援】
・震災関連コンテンツに関するメタデータを用いて「NDL
東日本大震災アーカイブ」を充実

進
捗

【メタデータのオープン化・標準化の推進】

・（実務者協議会の議論を反映した）国の推奨ガイドライ
ンの策定への関与

【目的別・分野別ポータルの提供及びその支援】

・国立国会図書館サーチが集約・提供するメタデータを
用いた目的別・分野別ポータルの構築を（関係府省・関
係機関と協力して）支援

今
後

2) 集約したメタデータの利活用の促進

【資料デジタル化の推進】
・災害対応力強化の目的で所蔵資料8.8万冊のデジタ
ル化を実施
・デジタル化研修の実施、デジタル化手引の公開
【デジタル化資料の利活用の促進】
・デジタル化資料の画像データの試行提供
・本文検索目的のテキスト化の実施

進
捗

【資料デジタル化の推進】

・当館所蔵資料のデジタル化に加え、当館未所蔵かつ
他機関所蔵の絶版等資料のデジタル化データの収集、
及び図書館送信による提供

【利活用促進のための法制度整備】

・文化庁著作権課が進める孤児著作物の制度整備等へ
の協力

今
後

3) コンテンツの拡充・利活用の促進
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国立国会図書館サーチ

国立国会図書館サーチからジャパンサーチ（仮称）へ

NDL-DB内の統合ポータル
＝NDL-OPAC、リサーチ・ナビ、NDLデジタルコ

レクション等をまとめてサーチ
＋本文検索サービスの提供

ジャパンサーチ（仮称）

＝EuropeanaやDPLAと同様、世界に向けて我が
国のメタデータを流通・発信できるものへ

＝多様な分野のコンテンツへのアクセス、所蔵
館情報をわかりやすく伝えるものへ

＝メタデータの活用がしやすいものへ

書籍等分野のアグリゲーター
＝総合目録ゆにかねっと、CiNii、J-STAGE等

との連携

メタデータの活用
＝利活用事例： NDL東日本大震災アーカイブ等
＝付加価値サービスの検討

2020年までの提供を目指して、基盤整備と連携拡充が必要

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

コンテンツの所在情報を含むメタデータの連携 

教育、研究活動、ビジネス、地方創生等におけ
る活用のため、必要なメタデータを抽出し、 

・コンテンツへの効果的なナビゲーションを可
能とするプラットフォームを構築する 

・官民の目的別・分野別ポータルを構築する 

・メタデータの複合的利用による新しい付加
価値サービスを提供する 

・LOD 化、多言語化、画像化、３D 化等の付
加価値を付与する 

など 

集約したメタデータの API 提供 

利用者層＝国民（地域住民、ビジネスマン、

学生、研究者等）、日本に興味のある外国人 

教育における
教材活用 

防災
訓練 

【各機関】   図書館  美術館・博物館  アーカイブ機関  文化施設  地方公共団体等 

日本紹介 
サイト 

【アグリゲーター機能・役割を果たす機関等】 

学術・科学技
術ポータル 

観光ガイ
ドの作成 

新
た
な
知
の
創
造 

経
済
的
価
値
の
創
出 

様々なルートを通じてメタデ
ータからコンテンツを発見 
⇒コンテンツへのアクセス増 
⇒来館者増 

 

連携によるメタデータの集約 
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国立国会図書館第四期科学技術情報整備基本計画

一般市民，企業等の利用，大学・研究機関等におけるコンテンツの再生産

＝コンテンツの拡充を図り，メタデータ/コンテンツの長期的アクセスを保証する

制度整備・人材育成等

・利活用促進のための各種施策
（孤児著作物の制度整備を含む。）

・人材育成のための施策 等

目的別・テーマ別ポータル

・地方発信，海外発信向けの入口
の提供

・教育利用，防災利用，商業利用
等の入口の提供 等

＝コンテンツの利活用促進のための枠組みを整備する

研究
データ

公共
データ

文献 音声
データ

画像
データ

官公庁，出版社，図書館，大学・研究機関・学協会，文書館・博物館・美術館 ほか

イノベーショ
ンの創出

・経済・社会的な課題解決
・研究開発の強力な推進へ

関係府省等との連携 関係機関への支援・協力

学術情報基盤の整備

・研究成果物，教育コンテンツ等
の収集・保存
・オープンアクセスの推進
・デジタル化の推進 等

MLA情報資源の充実
・MLA連携によるコンテンツの拡
充，保存の支援
・文化財等の分野ごとのメタデー
タのとりまとめ/整備の支援 等

行政府省等 民間・研究機関

文化財分野の
アグリゲータ等ＮＩＩ・ＪＳＴ等 連携・支援連携・協力

恒久的保存のための領域

利活用促進のための領域

国立国会図書館の役割

・文献相当の国内情報資源の網羅的な
収集，デジタル化の推進

・MALUI連携推進

・電子情報資源の長期的アクセスの保証

・研究データ共有・保存の検討・啓発 等

・多様なコンテンツのメタデータの統合的
検索機能の提供

・メタデータのオープンライセンス化・標準
化の推進，識別子の普及

・デジタル化資料の利活用の促進，テキス
トデータの活用

２つの領域を繋げる
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デジタルアーカイブの連携推進のためのお願い

★メタデータ整備のお願い★

コンテンツの存在を広く知らしめて、来館・アクセス数を増やすために、

□所蔵品に関する情報のメタデータを整備し、データベース化へ

□外部提供インターフェース（API）によるメタデータ提供

★デジタルコンテンツ拡充のお願い★

使えるデジタルコンテンツを増やして我が国の魅力を高めるために、

□所蔵品のデジタル化の推進
多くの美術館・博物館で権利処理なしに、保存のためのデジタル化が可能に
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